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区 分 平成２３
１０～１２

２４
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

売
上
高

全 産 業 △１．３ ０．６ △１．０ △４．４ △６．８

製 造 業 △２．６ １．８ ５．０ △５．６ △７．０

非 製 造 業 △０．７ ０．０ △３．４ △３．８ △６．７

営
業
利
益

全 産 業 △１２．８ ３．３ １４．２ △５．９ △５．５

製 造 業 △２８．０ △７．０ １１．０ △９．９ △０．９

非 製 造 業 △５．５ ６．９ １５．４ △４．３ △７．２

経
常
利
益

全 産 業 △１０．３ ９．３ １１．５ ６．３ ７．９

製 造 業 △２１．５ ３．６ ２．７ △２．１ ２１．４

非 製 造 業 △４．３ １１．８ １６．０ １０．２ ２．０

全 産 業
（金融業、保険業を含む）

△１０．４ ２７．４ ８．６ ５．９ １３．９

金融業、保険業 △１０．８ ※ △４．４ ４．１ ４９．３

区 分 平成２３
１０～１２

２４
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

売
上
高

全 産 業 ０．８ ０．１ △３．５ △１．７ △２．０

製 造 業 △０．３ ３．２ △５．３ △２．８ △２．０

非 製 造 業 １．３ △１．３ △２．６ △１．１ △２．０

経
常
利
益

全 産 業 ０．０ １０．７ △３．２ △１．５ ２．４

製 造 業 △１１．５ ２３．３ △７．６ △１．９ １０．３

非 製 造 業 ５．５ ５．６ △１．２ △１．２ △１．０

区 分 平成２３
１０～１２

２４
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

売上高営業利益率

全 産 業 ３．３ ３．４ ３．３ ２．９ ３．３

製 造 業 ２．９ ２．６ ２．８ ２．７ ３．１

非 製 造 業 ３．４ ３．７ ３．５ ３．０ ３．４

売上高経常利益率

全 産 業 ３．４ ３．９ ４．０ ３．３ ４．０

製 造 業 ３．５ ３．８ ４．２ ３．２ ４．６

非 製 造 業 ３．４ ４．０ ４．０ ３．３ ３．７

法人企業統計季報（平成２４年１０～１２月期）の概況

平成２４年１０～１２月期における資本金１，０００万円以上の法人企業の動向を「四半期別法人企業統計調査」結果からみると、
以下のとおりである。
全産業をみると、売上高については、製造業、非製造業ともに減収となった。経常利益については、製造業、非製造業と

もに増益となった。また、設備投資については、製造業、非製造業ともに減少となった。

１．収益の動向
⑴ 売上高・営業利益・経常利益 （第１図、第１表）

全産業の売上高は３２０兆９，２０８億円で、前年同期
（３４４兆３，８４２億円）を２３兆４，６３４億円下回り、対前年
同期増加率（以下「増加率」という）は△６．８％（前
期△４．４％）となった。
全産業の営業利益は１０兆６，０８４億円で、前年同期

（１１兆２，２７０億円）を６，１８６億円下回り、増加率は△５．５％
（同△５．９％）となった。
全産業の経常利益は１２兆７，９０１億円で、前年同期（１１

兆８，５３７億円）を９，３６４億円上回り、増加率は７．９％（同
６．３％）となった。
また、全産業（金融業、保険業を含む）の経常利益

は１５兆７，７０２億円で、前年同期（１３兆８，５０２億円）を１
兆９，２００億円上回り、増加率は１３．９％となった。金融
業、保険業の経常利益は２兆９，８０１億円で、前年同期
（１兆９，９６５億円）を９，８３６億円上回り、増加率は４９．３％
となった。

第１図 売上高・営業利益・経常利益増加率（全産業）

第１表 売上高・営業利益・経常利益の推移
（対前年同期増加率） （％）

（参考）季節調整済前期比増加率 （％）

⑵ 利益率（第２表）
全産業の売上高営業利益率は３．３％（前期２．９％）と

なり、売上高経常利益率は４．０％（同３．３％）となった。

第２表 利益率の推移 （％）

２．投資の動向
⑴ 設備投資（第２図、第３表）

全産業の設備投資額は９兆７６７億円で、増加率は△
８．７％（前期２．２％）となった。
全産業のソフトウェア投資額は７，６３０億円で、増加

率は△２２．９％（同△０．１％）となり、ソフトウェア投
資額を除いた設備投資額は８兆３，１３７億円で、増加率
は△７．２％（同２．４％）となった。
また、全産業（金融業、保険業を含む）の設備投資

額は９兆４，７９８億円で、増加率は△８．７％となり、金融
業、保険業の設備投資額は４，０３１億円で、増加率は△
７．９％となった。
全産業（金融業、保険業を含む）のソフトウェア投

資額は９，７９８億円で、増加率は△１８．６％となり、ソフ
トウェア投資額を除いた設備投資額は８兆５，０００億円
で、増加率は△７．４％となった。
金融業、保険業のソフトウェア投資額は２，１６８億円

で、増加率は１．２％となり、ソフトウェア投資額を除
いた設備投資額は１，８６４億円で、増加率は△１６．６％と
なった。（注）※印は前年同期の経常利益が負数のため算出できないものである。
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（注）平成１４年７－９月期以降ソフトウェア投資額を含む。

区 分 平成２３
１０～１２

２４
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

全 産 業 ７．６ ３．３ ７．７ ２．２ △８．７
（４．９） （３．５） （６．６） （２．４） （△７．２）

製 造 業 ５．７ ３．８ １４．７ ０．５ △９．６
（３．５） （３．５） （１３．９） （０．１） （△９．３）

非 製 造 業 ８．６ ３．０ ３．９ ３．３ △８．２
（５．７） （３．４） （２．４） （３．９） （△６．０）

全 産 業
（金融業、保険業を含む）

６．６ ３．０ ７．２ ２．２ △８．７
（４．３） （３．５） （６．２） （２．５） （△７．４）

金融業、保険業 △１２．６ △３．７ △４．７ ２．９ △７．９
（△１４．５） （３．７） （△７．９） （６．３）（△１６．６）

（注）（ ）書きはソフトウェア投資額を除いたものである。

区 分 平成２３
１０～１２

２４
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

全 産 業 １２．７ △２．７ △１．７ △４．４ ０．９

製 造 業 ５．３ ２．２ △０．８ △５．９ △５．１

非 製 造 業 １７．２ △５．４ △２．２ △３．４ ４．４

（注）ソフトウェア投資額を除く。

区 分 母集団法人数 固定資産の増加額あり 固定資産の
増加額なし適用した 適用していない

全 産 業 １，０５８，８１７ ２７，５７９ ２４５，７５４ ７８５，４８４
製 造 業 １８１，７６９ ６，９０６ ５３，０８４ １２１，７７９
非 製 造 業 ８７７，０４８ ２０，６７３ １９２，６７０ ６６３，７０５
資 本 金 別
１０億 円 以 上 ５，２５４ ２，０８１ ２，８７２ ３０１
１億円～１０億円 ２６，３３１ ３，６９４ １４，８８５ ７，７５２
１，０００万円～１億円 １，０２７，２３２ ２１，８０４ ２２７，９９７ ７７７，４３１

（注）１．平成２４年１０－１２月期調査において、固定資産の増加額を記入した法人
に、その増加額がリース取引に関する会計基準の適用によるものかを調
査したものである。
２．全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていない。

�
�
�
�
�
�
�

（注）１．改正後（新）「リース取引に関する会計基準」の適用時期は、平
成２０年４月１日以後開始する事業年度より適用。ただし、平成１９年
４月１日以後開始する事業年度から適用することができる。

２．上記にかかわらず、四半期財務諸表に関しては、平成２１年４月１
日以後開始する事業年度より適用。ただし、平成２０年４月１日以後
開始する事業年度から適用することができる。
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区 分 平成２３
１０～１２

２４
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

全 産 業 ４１，９０５ △６５，２０８ １０，７８４ △１，１８３ ４３，１９１

製品・商品 １５，７８２ △２４，８６２ １３，４６０ △１０，０１０ １７，１４９�
�
	
�



仕 掛 品 ２０，２５４ △３７，９９２ △２３８ ９，８６６ ２３，５３０

原 材 料 ５，８６９ △２，３５５ △２，４３８ △１，０３８ ２，５１２

製 造 業 ７，５７５ △１９，４５０ １０，７２３ △２，８９８ ７，５７１

非 製 造 業 ３４，３３０ △４５，７５９ ６１ １，７１５ ３５，６２０

在 庫 率 ７．９ ７．３ ８．０ ８．１ ８．２

（注）在庫率＝棚卸資産（期末）
売上高×４

×１００

第２図 設備投資増加率（全産業）

第３表 設備投資の推移（対前年同期増加率） （％）

（参考）季節調整済前期比増加率 （％）

（参考）
「リース取引に関する会計基準」の改正（注）以前は、
ファイナンス・リースにおけるリース物件については、
貸し手側では固定資産として計上され、借り手側ではオ
フバランス処理されることが多かったが、同基準の改正
により、貸し手側では流動資産に計上され、借り手側で
は固定資産に計上されることとなった。
法人企業統計調査では、有形固定資産及びソフトウェ

アの新設額を設備投資として扱っているため、設備投資
の計数には、上記会計基準の改正も影響していると考え
られる。よって、全産業から貸し手側であるリース業を
除いた計数を参考表１として示す。

今回調査においては、固定資産が増加した法人に対し
て、上記会計基準の適用状況について調査を行った。調
査結果は参考表２のとおりである。

（参考表２）「リース取引に関する会計基準」の適用状況表（社）

⑵ 在庫投資（第３図、第４表）
全産業の在庫投資額は４兆３，１９１億円（前年同期４

兆１，９０５億円）となった。
全産業の在庫率は８．２％（同７．９％）となった。

第３図 在庫投資（全産業）

第４表 在庫投資と在庫率の推移 （億円、％）
区 分

平成２３ ２４
１０～１２ 増加率 １～３ 増加率 ４～６ 増加率 ７～９ 増加率 １０～１２ 増加率

全 産 業
（リース業を除く） ９７，０６４ ８．４ １１６，６３３ ４．３ ８１，２２４ ８．４ ８６，２１４ ２．１ ８８，５４６ △８．８

非 製 造 業
（リース業を除く） ６３，２４６ ９．９ ７４，６２６ ４．６ ４９，８３４ ４．９ ５２，８９５ ３．２ ５７，９９０ △８．３

リース業 ２，３７８ △１６．４ １，９１２ △３５．０ １，８６８ △１６．８ １，８４８ ３．８ ２，２２１ △６．６

資 本 金 別
（リース業を除く）
１０億円以上 ５３，５３８ △０．２ ７３，４５７ ５．６ ４７，２７６ ６．９ ５１，１４３ １．３ ５２，８２０ △１．３

１億円～１０億円 １３，９８３ ２６．７ １６，９４８ ６．５ １２，３３７ １８．９ １３，４３４ １．９ １２，８９０ △７．８

１，０００万円～１億円 ２９，５４３ １８．７ ２６，２２８ △０．３ ２１，６１１ ６．５ ２１，６３７ ４．５ ２２，８３６ △２２．７

（参考表１）設備投資の推移 （億円、％）

（注）１．設備投資とは、有形固定資産（土地の購入費を除き、整地費・造成費
を含む）及びソフトウェアの新設額である。
２．増加率は対前年同期増加率である。
３．全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていない。
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